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 近年、中小企業政策の重要課題は、コロナ禍を乗り越えるための事業継続支援であった。
引き続き、物価高等の足下の課題への対応には、万全を期して対応を図っていく。

 一方、コロナ禍から2年、世界・日本が新たな構造変化の局面を迎える今、

 雇用の７割・付加価値の５割を占める分厚い構造ゆえ、マクロ経済・サプライチェーン構造変革へ
のインパクトが大きい

 「所有と経営の一致」等の特徴ゆえ、経営に小回りが利き、果敢に挑戦し易い
といった中小企業・小規模事業者が持つ役割・特徴に着目し、一者でも多くの中小企業・小規模
事業者を成長志向にしていくことが、「成長と分配の好循環」の実現のためにも、また、生産性向上を
目指す中小企業政策のKPI＊を達成する上でも、必要不可欠。

 折しも、経営者の交代が進む兆しがあり、変革・挑戦への意欲を持ちやすい経営体に生まれ変わる
企業が増えている今は、成長志向の中小企業・小規模事業者を支援する好機。

 こうした問題意識の下、経営者等との意見交換を重ね、①中小企業・小規模事業者の成長志向・
変革・挑戦といった側面に改めてフォーカスする方針、②これまで中小企業・小規模事業者の挑戦を
阻んできた構造的課題の分析、③その解決に資する政策の方向性について検討を進めてきた。
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＊2020年→2025年で 全要素生産性(TFP):伸率5％向上、中堅企業へ成長:年400社以上、海外展開比率:10%向上、開業率:10%台

中小企業政策の今後の方向性に関する検討背景・基本的認識



(1)日本経済・社会構造の変化
・人口減少・少子高齢化
・地域社会の縮小
・若年層等の格差拡大

(3)地政学リスクの増大
・ウクライナ侵略、米中対立、コロナ禍
による世界の分断・ブロック化

→供給制約による業績悪化
エネルギー・原材料価格高騰による
コスト増・消費低迷

１．世界と日本が直面する変化の様相
(2)新たな価値観への転換に伴う

供給・需要構造の変化
・新たな価値観（カーボンニュートラル、循環
経済、SDGs等）への転換

・需要飽和、消費者ニーズの多様化・個別化

３．中小企業・小規模事業者の変革の「必要性」
①分厚い企業群：サプライチェーン構造改革への役割大
→新たな価値観・リスクへの対応は、中小企業が鍵

・中小企業部門のGHG排出量は国全体の1-2割
・サイバーリスクの弱点は系列上の中小企業

２．中小企業・小規模事業者の変革への「期待」

①分厚い企業群ゆえのマクロ経済に対する大きなインパクト
・中小企業の賃上げは消費増・需要喚起、所得格差縮小に貢献

②イノベーションに適した特性、新たな価値観を捉えたビジネス創出
・所有と経営の一体性、スピード感のある・小回りの利く取組
・リスクの高い事業への取組、長期経営を活かした試行錯誤

③市場競争を通じた生産資源の再配分の促進

(1)経済の先行き懸念への対応

①地域雇用とエッセンシャル・サービスの提供
②地域コミュニティ（住民の交流、文化・伝統等）の維持・発展

(2)地域社会の縮小への対応
①経営者の交代により挑戦・変革志向へ
②近年の技術革新による中小企業の成長機会拡大
③変化を意識しやすく、社会課題解決を起点とした

新規事業が創出されやすい環境

今、中小企業に起こっている変化

中小企業・小規模事業者を取り巻く情勢と変革への「期待」・「必要性」
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賃上げによる消費喚起
イノベーションによる新たな需要創出への期待

新たな価値観・地政学リスクに対応した
サプライチェーンの構造改革への要請

※長寿の中堅・中小企業の多くは事業構造の大きな転換を経験
→今安定している中小企業も変革・挑戦へ取り組むことが重要

※大企業・中小企業の生産性格差は縮小傾向



中小企業・小規模事業者の生産性は伸びる余地を残している
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 建設業や製造業、情報通信業など大企業を頂点とした重層的な取引構造（系列取引）の業種において、
比較的大きな企業規模間格差が存在。規模間格差の小さい業種も、他業種比・国際比較で低水準。

 中小企業・小規模事業者の生産性は未だ大きく伸びる余地を残している。
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（資料）総務省「平成26年経済センサス基礎調査」 総務省・経済産業省「平成28年経済センサス活動調査」再編加工
（出所）中小企業庁『2020年版中小企業白書』 付属統計資料２表・５表より作成（Ⅲ-24・Ⅲ-36）

（万円/人）

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2020/PDF/chusho/08Hakusyo_fuzokutoukei_web.pdf


中小企業・小規模事業者の成長意欲に応じた政策支援の考え方
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 中小企業・小規模事業者の規模・業種などの特徴は様々であり、既に高い成長意欲を持ち、世界のマー
ケットで戦う中小企業もあれば、地域でコミュニティを支える小規模事業者も存在。

 こうした中、多くの企業が「成長のポテンシャルや意欲を持っているが、まだ一歩踏み出せていない、潜在的
な成長志向企業」であると考えられる。成長と分配の好循環の実現に向けて、一者でも多くを「成長志向の
中小企業・小規模事業者＊」にする政策支援が求められる。

*規模の大小にかかわらず、生産性向上や売上拡大を目指し、賃上げや次の挑戦に投資する意欲を持ったあらゆる
中小企業・小規模事業者

 持続的経営志向で地域を支える中小企業・小規模事業者に対しては、その経済的・社会的機能を再評価
し、維持発展させるための支援に取り組んでいく。

中小企業の成長意欲（イメージ） 成長意欲に応じた政策支援の考え方

成長に向け実行段階の企業

持続的経営志向企業

潜在的な成長志向企業

意欲・能力を一層発揮するための支援

変革・挑戦へ向かう意欲を削いできた
構造的背景にアプローチする支援

経済的・社会的機能を再評価し、
維持発展させるための支援



①付加価値の価格転嫁が困難な国内市場
②中小企業を優遇する補助金等
③成功者・リーダーが僅少；魅力・社会的意義の浸透が途上

①高齢化に伴う現状維持志向
②当面安定したビジネス環境；既存の取引関係の頑健性
③所有と経営の一致；オーナー経営による現状維持志向

①ヒト 経営者・中核人材の経営面の経験・ノウハウ
人手不足・意思決定の迅速化を助けるDXは途上

②カネ 成長資金へのアクセスが限定的
③情報 周囲に中小企業経営の成功者・リーダーが不在

ノウハウ・模倣例が不足

中小企業・小規模事業者の成長志向を妨げる構造的背景（仮説）
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中小企業・小規模事業者の成長志向を妨げる構造的背景の分析

動機段階の課題
変革・挑戦への

意欲を持ちづらい

意思決定段階
の課題

変革・挑戦の意欲を持っ
ても取組を進められない

成長に向けた
意欲を持ちづらい
属性・事業環境

①間接金融中心の資金調達；リスクテイクに慎重な姿勢に
②経営者保証；前向きな投資や事業展開の抑制効果も
③取引先への依存；取引関係を変更することのリスクが大きい

リスクを
取りづらい
事業環境

リターンが小さいと
認識させる事業環境

リスクの大きさ
（我が国特有の事業・
金融慣行の重なり）

リソース・ノウハウ
の不足

 経営者・学識者等との対話を通じ、中小企業・小規模事業者の成長志向へのインセンティブを損ねる構造
的背景を経営者視点で分析。中小企業・小規模事業者支援が更に一歩踏み出すには、こうした構造を意
識した政策展開が必要。



挑戦意欲の高い中小企業の創出・転換点にある中小企業の支援
（例：承継を機とした成長志向企業への変革を後押し、M&A・グループ化の円滑化、創業支援）
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成長に向けた
意欲・危機感を持ちづらい

属性・事業環境

挑戦を支える事業・金融慣行へ
（例：段階的な直接金融の活用、経営者保証の解除、取引適正化）リスクを

取りづらい
事業環境

リターンが小さいと
認識させる事業環境

リスクの大きさ
（我が国特有の事業・
金融慣行の重なり）

リソース・ノウハウ
の不足

挑戦を支える組織能力の充実
（例：変革を支える人材の確保・リスキリング、DXの浸透）

挑戦が報われる成長分野への進出
（例：産業構造全体の転換を促す事業再構築、海外展開支援）

中小企業・小規模事業者の成長志向＊を促す政策支援の方向性（案）

 変革・挑戦を阻んできた構造的要因に対処するため、潜在的な成長志向企業や成長に向け挑戦・変革に
取り組んでいる企業を対象に、成長・挑戦を後押しする以下の政策を展開していく。

*成長志向の中小企業・小規模事業者： 規模の大小にかかわらず、生産性向上や売上拡大を目指し、賃上げや
次の挑戦に投資する意欲を持ったあらゆる中小企業・小規模事業者



（１）挑戦意欲の高い中小企業の創出・転換点にある中小企業の支援
①承継を機とした成長志向企業への変革を後押し
②規模拡大を促す環境整備（M&A・グループ化の円滑化）
③成長を目指す中小企業のガバナンスの向上

④起業家教育の推進 ⑤創業時の経営者保証解除
⑥アトツギベンチャーの支援強化 ⑦新興企業向け公共調達

（２）挑戦を支える事業・金融慣行へ
①チャレンジを支援する中小企業金融
②段階的な直接金融の裾野の拡大
③経営者保証に依存しない融資慣行
④大企業との価値共創と分配による成長に向けたパートナーシップ構築・

取引適正化・賃上げ支援
（３）挑戦を支える組織能力の充実
①新たな産業構造に向けた変革を支える人材の確保・リスキリング
②DXの浸透 ③段階的な直接金融の裾野の拡大【再掲】

（４）挑戦が報われる成長分野への進出
①産業構造全体の転換を促す事業再構築・生産性向上
②地域におけるイノベーション・ハブの整備
③海外展開の促進
④規模拡大を阻害しない支援ツールの整備

１．成長志向の中小企業・小規模事業者の創出
①経済安全保障に必要な事業の継続

②地域課題解決に資する事業の振興

③地域中小企業の事業承継・M&Aの促進

④面的・地域単位でのまちづくり・経営改善の実施

⑤移住・定住・リモートの促進

⑥地域の包摂的成長

２．持続的経営志向企業への支援

①経営支援機関の支援能力向上と経営力再構築
伴走支援の推進

②BCP・保険の強化

③地方自治体による戦略的な産業振興を通じた
生産性の高い事業創出・持続可能性の向上

３．共通基盤の強化

創業支援
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今後の中小企業政策の方向性・案（全体概観）



参考資料集
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第1章 中小企業政策の重点の変遷

第2章 激変する世界・日本と中小企業 ー変革への期待・必要性ー
1. 世界と日本が直面する変化の様相
2-1. 中小企業・小規模事業者の変革への期待（経済の先行き懸念への対応）
2-2. 中小企業・小規模事業者の変革への期待（地域経済の縮小への対応）
2-3. 変革・挑戦を志向する中小企業・小規模事業者の増加の兆し
3. 中小企業・小規模事業者の変革の必要性

第3章 中小企業・小規模事業者の生産性をめぐる現状

第4章 中小企業・小規模事業者の変革・挑戦を阻んできた要因
（構造的背景の考察）
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報告書における対応箇所



中小企業政策の重点の変遷
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 中小企業政策の重点は時代ごとに変遷。近年は、コロナ禍の影響に対応するための事業継続支援が重点
課題に。

 世界・日本の構造的変化、「成長と分配の好循環」に占める中小企業の役割の大きさを踏まえれば、今こそ
中小企業の成長志向・変革者・挑戦者といった側面に改めてフォーカスすべきタイミングではないか。

中小企業政策の重点の変遷（イメージ）

転換期

二重構造問題
の解消

多様で活力ある中小企業
の成長発展

小規模企業の
事業の持続的発展

【理念】

【支援方針】

国や自治体の経営指導・
診断等による中小企業の
経営改善

意欲と能力のある中小企
業に対して、経営資源の
確保の円滑化等を支援

販路開拓・新事業
展開、経営資源の
有効活用等の支援

高度成長期 現在 今後

政策変遷:１章

中小企業の成長
志向・変革者・
挑戦者といった
側面に改めて
フォーカス

1963年
中小企業基本法 制定

1999年
中小企業基本法 改正

2014年
小規模企業振興基本法 制定

（
直
近
）

（
事
業
継
続
支
援
）



第1章 中小企業政策の重点の変遷

第2章 激変する世界・日本と中小企業 ー変革への期待・必要性ー
1. 世界と日本が直面する変化の様相
2-1. 中小企業・小規模事業者の変革への期待（経済の先行き懸念への対応）
2-2. 中小企業・小規模事業者の変革への期待（地域経済の縮小への対応）
2-3. 変革・挑戦を志向する中小企業・小規模事業者の増加の兆し
3. 中小企業・小規模事業者の変革の必要性

第3章 中小企業・小規模事業者の生産性をめぐる現状

第4章 中小企業・小規模事業者の変革・挑戦を阻んできた要因
（構造的背景の考察）
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報告書における対応箇所



25000

30000

35000

40000

45000

50000

55000

60000

65000

19
90

19
92

19
94

19
96

19
98

20
00

20
02

20
04

20
06

20
08

20
10

20
12

20
14

20
16

20
18

0

10,000

20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

70,000

80,000

90,000

100,000

19
70

19
75

19
80

19
85

19
90

19
95

20
00

20
05

20
10

20
15

20
20

20
25

20
30

20
35

20
40

20
45

人口減少・少子高齢化に伴う国内経済の縮小
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 人口減少・少子高齢化が継続することで、生産年齢人口の減少と国内需要の伸び悩みが継続する見通し
である。将来的には国内市場は縮小が懸念される。

エリア別の生産年齢人口（15～64歳）の推移

（資料）経済産業省（2022.4）第7回 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会
資料3「包摂的成長（地域・中小小規模企業・文化・スポーツ等）について」 p.11

（出所）総務省「人口推計」
国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口（平成30年推計」
より作成 （出所）経済産業省（2021.11）第1回産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会

資料４「事務局説明資料」 p.5

一人あたり実質GDPの推移

※ 日本全体
：28%

※ 首都圏：東京都・埼玉県・千葉県・神奈川県
中京圏：愛知県・岐阜県・三重県
近畿圏：大阪府・京都府・兵庫県・奈良県・滋賀県・和歌山県・福井県

1人当たり実質GDP
（ドル）

日本

ドイツ

英国

米国

（注）2015年時点のドルベースで実質化し、各国各時点の購買力平価で換算した値。
OECD.statデータに基づき作成。

1人当たりGDP
（1990年）

米国：39,216ドル
英国：34,183ドル
日本：33,315ドル
ドイツ：29,747ドル

60,651ドル
（+55%）

45,157ドル
（+47%）

50,188ドル
（+52%）

42,581ドル
（+28%）

2019年の一人当たり
実質GDP

（1990年比）

変化の様相:2章1-(1) p.2.

2015
↓

2045
減少率

18%

23%

30%

34%

実績 推計
（千人）

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/007_03_00.pdf
https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/001_04_00.pdf


地域社会の縮小
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 地域では生産年齢人口の減少が一層進展し、地域における良質な雇用機会の縮小、都市部への人口流
出等が懸念される。

生産年齢人口の減少

（出所）報告書『日本の地域別将来推計人口－平成27(2015)～57(2045)年－
(平成30年推計)』（人口問題研究資料第340号）p.63 表Ⅱー９より作成

地域における良質な雇用機会の縮小の影響

（出所）国土交通省国土政策局(2020.11速報)
「企業等の東京一極集中に係る基本調査（市民向け国際アンケート）」p.21
より回答が多い項目を抜粋・簡略化して作成

41,189 38,473 32,034 

36,091 
30,280 

23,807 

0

20,000

40,000

60,000

80,000

2015年 2030年 2045年
三大都市圏 地方圏

（単位：千人）

（注）三大都市圏：東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県
名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県
大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県

地方圏：三大都市圏以外の圏

0.0% 10.0% 20.0% 30.0%

希望する職種の仕事が見つからないこと

賃金等の待遇がよい仕事が見つからないこと

自分の能力を生かせる仕事が見つからないこと

希望することが学べる進学先がないこと

日常生活が不便なこと

公共交通機関が不便なこと

人間関係やコミュニティに閉塞感があること

生活や環境の変化に乏しいこと

レジャー・娯楽施設が少ないこと

 東京圏への流入者の移住の背景となった地元の事情として、
仕事関係のことを挙げる割合が高い。

※母集団：東京圏外出身の東京圏在住者
※n=519

変化の様相:2章1-(1) p.2.

https://www.ipss.go.jp/pp-shicyoson/j/shicyoson18/6houkoku/houkoku.pdf
https://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/content/001371780.pdf
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 若年層等で非正規雇用が増加しており、所得格差の拡大の要因となっている可能性がある。

 実際に、2004年から2010年にかけて若年層で「ジニ係数」（所得の分布の偏りを表したもので、1に近づく
ほど不平等度が大きい）が大きくなっており、格差が広がる傾向にある。

（資料）総務省「労働力調査（詳細集計）」により作成
（出所）内閣府 「日本経済2021-2022 ―成長と分配の好循環実現に向けて―」 p145

年齢階層別ジニ係数の変化性別・年齢階級別の非正規雇用比率

男性はすべての年代で、女性も40～44歳を除く
すべての年代で、非正規雇用比率が上昇している。

（資料）厚生労働省「所得再分配調査」により作成
（出所）内閣府（2015.10）『選択する未来 －人口推計から見えてくる未来像
－ －「選択する未来」委員会報告 解説・資料集－』第3章第2節 Q14

2章1. 変の様相変化の様相:2章1-(1) p.3.

非正規雇用の増加を要因とする所得格差拡大への懸念

https://www5.cao.go.jp/keizai3/2021/0207nk/pdf/n21_5.pdf
https://www5.cao.go.jp/keizai-shimon/kaigi/special/future/sentaku/s3_2_14.html


EU
 2030年に少なくとも55%排出削減（1990年比）との目標を設定。
 2020年7月、欧州ポストコロナ復興計画予算に合意。2021-27年の7年間で

約70兆円（予算総額の30%）を「グリーンリカバリー」に充当。
 2021年7月、炭素国境調整措置（CBAM）の新規提案、EU-ETSの対象拡

大や省エネ指令・再エネ指令、自動車CO2排出規制の関連法制の見直し等を
含む政策パッケージ「Fit for 55」を提案。

米国
 2030年に50-52%排出削減（2005年比）との目標を設定。2035 年まで

のクリーン電力100%を目指す。
 EVインフラ（75億ドル）、電気バス等（75億ドル）、電力インフラ（650億

ドル）を含むインフラ法案が成立。クリーンエネルギー・気候変動分野への
5500億ドルを含むBuild Back Better法案が下院を通過。

中国
 2060年までのカーボンニュートラル、2030年までのCO2排出量ピークア ウトを

表明。
 エネルギーの非化石割合向上（2030年25%、2060年80%）、産業・運輸

部門の低炭素化、全国炭素排出権取引市場の構築・充実化などを含む国家
方針を策定

新たな価値観（ＣＮ、循環経済、SDGs等）に寄与する産業への移行

15

 各国政府・投資家等はカーボンニュートラル、循環型経済社会（サーキュラーエコノミー）、デジタル、人権
含むSDGs等の新たな価値観に寄与する産業への移行に向けた取組等を進めており、日本の産業界も対
応が迫られている。

（出所）経済産業省 第3回 産業構造審議会 経済産業政策新機軸部会 資料３「グリーン社会の実現」 p.4、p.10

全世界のESG投資の合計額は、
2020年に35.3兆ドルまで増加

CN関連の政策が各国で講じられている
ESG投資の急増

変化の様相:2章1-(2) p.3.

18.3
22.9

35.3

0

10

20

30

40

2014年 2016年 2020年
（出所）GSIA「Global Sustainable Investment Revies」

（兆ドル）

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/shin_kijiku/pdf/003_03_00.pdf


 「既存のモノやサービスに対する需要は必ず飽和する」とする実証研究がある。

 「需要の飽和」は先進国の経済成長を抑制する根本的な要因であり、これを打ち消すような成長力のある
新しいモノやサービスの登場（プロダクトイノベーション）が先進国の経済成長をけん引する。

社会の成熟化に伴う需要飽和

16

 自動車産業を例にとると、我が国の四
輪車の保有台数は2008年度に景気
低迷の影響を受けて減少に転じ、４年
にわたり減少したが、その後は増加。

 ハイブリッド車以外は減少を続けたままで
あるが、2011年度にハイブリッド車の増
加がその他の車種の減少を上回り、以
後はハイブリッド車の増加が全体の増加
を牽引している。

 成長が維持された背景に製品の内容に
変化があった例であるといえる。

（例）自動車産業の需要の変化

（出所）吉川洋・安藤浩一（2015.3）「プロダクト・イノベーションと経済成長 PartⅣ：高齢化社会における需要の変化」RIETI Discussion Paper Series 15-J-012

時間の経過と需要の変化の関係（イメージ）

変化の様相:2章1-(2) p.3.

https://www.rieti.go.jp/jp/publications/nts/15j012.html


新たな価値観への転換に伴う消費者ニーズの多様化・個別化

17

 新たな価値観への転換（SDGsの重視等）に伴う消費者ニーズの多様化・個別化が進むことで、コモディ
ティ需要は減退する一方、顧客のニーズを捉え、独自の付加価値を有する商品・サービスが需要を獲得する
方向に変化している。

世代による消費者ニーズの多様化

（出所）経済産業省（2022年１月）第3回 産業構造審議会 製造産業分科会 繊維産業小委員会 資料３「新しい市場ニーズへの対応」 p.4

X世代
1960-79

Y世代（ミレニアル）
1980-95

Z世代
1996-2012

時代背景  高度成長と資本主義・能力主
義の全盛期

 グローバル化と社会、経済の
安定期

 デジタル化、イノベーション
と格差/分断の時代

考え方
 個人主義
 競争社会
 楽観的

 懐疑的
 ワークライフバランス
 ミニマリズム

 複数のアイデンティティ
 多様な価値観
 理想と現実のバランス

消費行動
 消費は社会的地位
 高級品やブランドなどステー

タスを表現する消費

 消費は、「モノ消費」より
「コト消費」

 学び、旅行等、豊かな人生に
つながる消費

 消費は個性の主張
 倫理的
 所有にこだわらない
 徹底的なリサーチ

資料：小松原正浩・住川武人・山科拓也（2021年9月）『マッキンゼー ネクスト・ノーマル: アフターコロナの勝者の条件』（東洋経済新報社） p.50より作成

変化の様相:2章1-(2) p.3.

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/seizo_sangyo/textile_industry/pdf/003_03_00.pdf


地政学的要因に伴う供給制約による生産活動の抑制リスク

18

 ４月の鉱工業生産は、ロシアによるウクライナ侵略の影響等に伴う海外需要の減少や、中国でのロックダウン
等の影響等により低下。

 先行きに関しては上昇見込みとなっているものの、ウクライナ情勢・米中対立などの地政学的要因に伴って生
産活動が抑制され、その結果企業の業績が悪化するリスクが引き続き存在。

鉱工業生産指数の動向は先行き不透明

（出所）経済産業省（2022年5月）「鉱工業生産指数 公表概要（2022年4月分）」

変化の様相:2章1-(3) p.3.

https://www.meti.go.jp/statistics/toppage/report/archive/kako/20220531_1.html


ロシアによるウクライナ侵略等に伴うエネルギー・原材料価格の高騰

19

 ロシアによるウクライナ侵略等に伴うエネルギー・原材料供給の低下、国際物流の停滞等により、肥料・エネ
ルギー・食料・金属・鉱物・貴金属などの価格が上昇しており、経済活動や国民生活に直結する幅広い物
資の供給制約が課題となりつつある。

世界全体でのコモディティ価格の上昇

（出所）経済産業省（2022.5）第30回産業構造審議会総会 資料2「経済秩序の激動期における経済産業政策の方向性」 p.6

主な価格指数

備考：2019年平均=100とした指数。破線は2019年平均。
資料：世界銀行より作成。
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変化の様相:2章1-(3) p.3.

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sokai/pdf/030_02_00.pdf


物価上昇圧力の高まりと消費抑制の懸念

20

 世界的なコモディティ価格の上昇に最近の円安傾向が重なり、長年物価が伸び悩んだ我が国でもコストプッ
シュによる物価上昇圧力が高まっている。

 今後消費者物価が上昇に転じた場合､消費が抑制されるおそれもある｡

コモディティ価格の上昇と円安が日本経済に与える影響

（出所）経済産業省（2022.5）第30回産構審総会 資料2「経済秩序の激動期における経済産業政策の方向性」 p.7
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(2005年＝100）

（年）

生産者物価指数(PPI)・消費者物価指数(CPI)の推移

出所：日本銀行「企業物価指数」、総務省「消費者物価指数」 出所：OECD.statより作成
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（前年同期比、％） （前年同期比、％）輸入物価指数の推移

変化の様相:2章1-(3) p.3.

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sokai/pdf/030_02_00.pdf


第1章 中小企業政策の重点の変遷

第2章 激変する世界・日本と中小企業 ー変革への期待・必要性ー
1. 世界と日本が直面する変化の様相
2-1. 中小企業・小規模事業者の変革への期待（経済の先行き懸念への対応）
2-2. 中小企業・小規模事業者の変革への期待（地域経済の縮小への対応）
2-3. 変革・挑戦を志向する中小企業・小規模事業者の増加の兆し
3. 中小企業・小規模事業者の変革の必要性

第3章 中小企業・小規模事業者の生産性をめぐる現状

第4章 中小企業・小規模事業者の変革・挑戦を阻んできた要因
（構造的背景の考察）

21

報告書における対応箇所



中小企業の分厚い構造ゆえのマクロ経済に対するインパクト

22

 中小企業は、雇用の約７割（地方部では約8.5割）という大きなボリュームを占め、分厚い構造を成してい
る。より多くの中小企業で賃上げを実現できれば、分配の増加、マクロ経済への正の影響も大きい。

 加えて、中小企業の給与水準は大企業と比較して相対的に低く、消費に回る割合は高いことから、同額の
賃上げでも消費増・需要喚起に資する効果が大きいと見込まれる。

地方部における中堅・中小企業の雇用者割合

（注）三大都市圏：東京圏・名古屋圏・大阪圏、東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、
名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県、大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 、
地方圏：三大都市圏以外の圏

（資料）平成28年経済センサス活動調査
（出所）第１回中堅企業・中小企業・小規模事業者の活力向上のための関係省庁連絡会議

資料２「中堅企業・中小企業の現状・課題・経済対策及び令和３年度概算要求」

先行き懸念への対応:2章2-1-(1) p.4.

20.0

25.0

30.0

35.0

40.0
（万円）

37.9万円

30.2万円

大企業

中小企業

大企業・中小企業の正社員の給与額の推移

（注）中小企業は従業員250人以下（卸売業、サービス業、小売業、飲食店は99人以下）
大企業はそれ以外の企業。
（出所）中小企業庁『2017年版中小企業白書』 第1部 第3章＜第1-3-16図＞などより作成

※ここでは雇用者数999人以下を中堅・中小企業と捉えている。
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企業の常用雇用者数別 総雇用者数

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/katsuryoku_kojyo/katsuryoku_kojyo/dai1/siryou2.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H29/PDF/chusho/03Hakusyo_part1_chap3_web.pdf


中小企業の分厚い構造ゆえのマクロ経済に対するインパクト
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 中小企業は、付加価値額においても５割（特に地方部では７-８割）を占める。

企業規模別の付加価値額構成（地域区分別）付加価値額に占める中小企業の割合

付加価値額＝売上高－費用総額＋給与総額＋租税公課により計算

（資料）総務省・経済産業省「平成24年、28年経済センサス‐活動調査」再編加工
（出所）中小企業庁『2022年版中小企業白書』「付属統計資料」5表 産業別規模
別付加価値額（民営、非一次産業、2015年）p.610より作成

35.7兆円

14.0%

99.4兆円

38.9%

120.5兆円

47.1%

小規模企業 中小企業 大企業

（資料）総務省・経済産業省「平成24年経済センサス‐活動調査」再編加工
（出所）中小企業庁『2016年版小規模企業白書』＜第1－4－31図＞p.167より作成

34.2%

27.8%

22.8%

9.3%

50.0%

52.2%

51.7%

30.2%

15.8%

20.0%

25.6%

60.6%

0% 50% 100%

郡部の町村

（約8兆円）

その他の地方都市

（約78兆円）

県庁所在地及び

30万人以上都市

（約24兆円）

東京特別区＋政令指定都市

（約127兆円）

小規模事業者 中規模事業者 大企業

先行き懸念への対応:2章2-1-(1) p.4.

．事業所ベースであり、事業所を名寄せした企業ベースではない
．その他の業種は、鉱業､採石業､砂利採取業、電気・ガス・熱供給・水道業､複合サービス事業を集計。

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2022/PDF/chusho/00Hakusyo_zentai.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H28/PDF/shokibo/03sHakusyo_part1_chap4_web.pdf


 ・・・同族会社に関する議論に、大株主である創業家と経営者が一枚岩で
エージェンシー理論の利害相反の問題が起こりにくいこと、創業家メンバーが
事業に対して抱く愛着にも似た感情が、企業の永続に資する（社会情緒資
産理論）というものがあり、特に長期的視点が強みとされている。
（『星野佳路と考えるファミリービジネスの教科書』（日経BP）入山章栄氏との対談）

 ・・・破壊的イノベーションに上手く適応できない理由として、顧客や投資家の
望まない低利益率の分野に資源を配分できないこと、当初小規模な市場で
は大企業の成長ニーズを満たせないことなどが挙げられている。
（『イノベーションのジレンマ』（翔泳社）C.クリステンセン氏）

 ・・・既存企業が有能で戦略的で合理的であっても、技術や事業間の「共喰
い」がある限り、新参企業ほどイノベーションに本気になれないこと、また共喰
いを容認することが株主の利益に反する可能性があることが挙げられている
（『「イノベーターのジレンマ」の経済学的解明』（日経BP社）伊神満氏）

 中小企業は、経営者のリーダシップが働きやすい。組織、意思決定が簡単。
裏を返せば、経営者次第。
（中小企業庁による経済学研究者へのヒアリングより）

中小企業のイノベーションに適した特性

24

 中小企業は、所有と経営が一体の企業が多く、経営者が環境変化に合わせて変革（事業再構築等）を
意思決定すればスピード感のある・小回りの利く取組が可能である点で、イノベーションへの適性あり。

 イノベーションのジレンマに絡め取られず大企業と比較して不確実性・リスク性の高い事業に取り組みやすい、
長期の経営期間を活かして粘り強い試行錯誤が可能という特徴も備えている。

（資料）アクセンチュア㈱「平成29年度我が国中小企業の構造分析及び
構造変化の将来推計に係る委託事業報告書」（2018年3月）
中小企業庁「2018年版中小企業白書」 p.86より作成

同族会社の割合 イノベーションに適した特性に関連する論考など

先行き懸念への対応:2章2-1-(2) p.4.

30.1% 20.0%

42.8%
38.8%

27.1% 41.2%

0%

50%

100%

21-300人

n=2,038

301人-

n=85

（注）ここでの「オーナー経営」は、創業者や創業グループメンバー、創業
家の血縁者、あるいは大株主個人が、社長、会長あるいは相談役として
経営の第一線に立っている企業、若しくは議決権比率のみならず実質的
な支配権を握っている企業を指す。

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H30/PDF/chusho/03Hakusyo_part1_chap4_web.pdf
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 オーナー企業は、経営期間が長期であり、かつ長期的な視点で経営を行っている傾向がある。

（資料）アクセンチュア㈱「中小企業の経営体制・経営管理等に関する調査（2017年11月）
（出所）中小企業庁『2017年版中小企業白書』 第1部 第4章＜第1-4-22図＞ ＜第1-4-23図＞ pp.97-98より作成

24.0 

60.4 

50.5

36.1

25.4

3.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

オーナー経営の中小企業

（外部株主なし）

非オーナー経営の中小企業

～5年未満 ～20年未満 20年以上

経営者の在任期間は長い

（注）ここでの「オーナー経営」は、創業者や創業グループメンバー、創業家の血縁者、あるいは大株主個人が、社長、会長あるいは相談役として経営の
第一線に立っている企業、若しくは議決権比率のみならず実質的な支配権を握っている企業を指す。

中小企業のイノベーションに適した特性

6.5 

2.9 

41.0

55.8

39.7

34.8

12.8

6.4

0% 20% 40% 60% 80% 100%

1年以内 3年程度 5年程度 10年以上

経営を見据える年数

n=623

n=584 n=577

n=615

先行き懸念への対応:2章2-1-(2) p.4.

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H30/PDF/chusho/03Hakusyo_part1_chap4_web.pdf
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 西陣織の着物帯を祖業としていた同社は、後継者への事業承継を機に新分野（銀メッキ繊維）へ集中投
資。ウェアラブルデバイスの素材メーカー、生体データの計測システムの提供へ事業転換し、成長・拡大。

 小回りが利き、経営者による思い切った資源配分の変更ができるという中小企業の特色を活かし、イノベー
ションにつながった事例。

（出所）中小企業庁『2018年版中小企業白書』ｐ303＜事例 2-6-2＞、JOIC・NEDO（2020年６月） 『オープンイノベーション白書（第三版）』pp.172-175
第4回 中小企業政策審議会 金融小委員会（2022年5月16日）資料２「事務局説明資料(中小企業の成長を支える新たな資金調達のあり方について）」 p.8
その他報道資料などより作成

設立・所在地： 1979年・京都府
代表取締役： 三寺 歩（3代目）
事業内容：
 銀メッキ導電性繊維及びウェアラブルIoT製品

の開発・製造・販売、医療機器の製造・販売
 社長が前職のIT分野で培った経験・人脈を

掛け合わせ、ウェアラブルデバイス市場に参入。
介護・福祉やスポーツ分野向けに心拍などの
生体データの収集・解析までをワンストップで
提供するサービスを展開

 外部企業から第三者割当増資を受け、製
品・サービスのプロモーション、マーケティングの
強化、導電性繊維とウェアの量産体制の整備
に向けた自社工場の建設を実施

スマートウェア

中小企業のイノベーションに適した特性：（事例）ミツフジ株式会社
先行き懸念への対応:2章2-1-(2) p.5.

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H30/PDF/chusho/04Hakusyo_part2_chap6_web.pdf
https://www.nedo.go.jp/content/100918472.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/kinyu/004/02.pdf


中小企業のイノベーションに適した特性：（事例）HILLTOP株式会社
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 35年掛けて、職人技をデータ化した24時間稼働の無人工場を設立。製造を省力化したことで付加価値が
高い試作品の受注への特化が可能となり、Disney・NASA等のグローバル顧客の獲得・高収益につながった。

 長期構想に基づく粘り強い試行錯誤が可能という中小企業の特徴を活かし、他社には真似できないビジネ
スモデルを構築した例。

（出所） JOIC・NEDO（2020年６月） 『オープンイノベーション白書（第三版） 』pp.175-178

設立・所在地： 1980年・京都府
代表取締役： 山本 正範（2代目）

事業内容：
機械加工事業、表面処理事業、装置開発事業

事業転換の経緯：
 元々アルミ切削加工メーカーであったが、35年

をかけて属人化していた職人技を完全にデータ
化して自動機での対応ができる仕組みを実現

 付加価値が高い多品種単品もののデザイン・
試作品市場に特化したうえ、機械ができること
は機械に任せ、人は人にしかできない創造的
な仕事を行う

 新入社員でも１か月でプログラミングを習得す
る一方、「人がするべきこと」であるアイディアを
生み出す教育の場として手作業の現実感も大
切にしている

２４時間稼働する無人工場

先行き懸念への対応:2章2-1-(2) p.5.

https://www.nedo.go.jp/content/100918472.pdf


市場競争による生産資源の再配分の促進
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 大企業では、研究開発・設備投資など企業内の生産性向上の影響が大きい。
 中小企業では市場競争を通じた企業間での再配分の影響が大きく、一貫して生産性にプラスの影響を与え

ている。市場を通じて資源が効果的に再配分されていることがうかがえる。他方、生産性の高い企業も市場
から退出（廃業・倒産）し、生産性を押し下げてしまっている。

 生産性の高い企業の市場への参入（開業）や業種転換（事業再構築など）による生産性の押し上げ効
果は大きくないものの、産業構造の変革局面はこの効果が活発化することが期待される。

… 存続企業の業種転換による影響

… 倒産企業や廃業企業の市場退出による影響

… 開業企業の市場参入による影響

0.97

▲ 1.57

1.17

▲ 3.00

▲ 2.00

▲ 1.00

0.00

1.00

2.00（%）

0.81

▲ 1.06

0.14

▲ 3.00

▲ 2.00

▲ 1.00

0.00

1.00

2.00（%）

大企業（左）と中小企業（右）の全要素生産性（TFP）の推移の比較

• 第1期は好況期、第2期は後退期、
第3期は回復期に相当する。

• 縦軸の数値は期間を通じた増減率の年平
均をとったもの。

• 集計データの都合上、大企業の内部効果に
は本社による高生産性部門へのヒト・カネな
どの再配分も含まれている。

• 「参入効果」は期間内での新規開業などであ
るため、期間経過後に生産性が伸びた場合
は内部効果などに含まれる。

先行き懸念への対応:2章2-1-(3) p.5.

… 存続企業の市場シェアの変化による影響

… 存続企業の生産性水準の変化による影響

… 各期の基準年と比較年を比較した際の上昇率

（出所）中小企業庁『2017年版中小企業白書』第1部第2章第2節 中小企業のライフサイクルと生産性の関係 第3節 まとめ pp.38-63
池内健太・金榮愨・権赫旭・深尾京司「中小企業における生産性動学：中小企業信用リスク情報データベース（CRD）による実証分析」pp.9-18, p.33

大企業 中小企業

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H29/PDF/shokibo/03sHakusyo_part1_chap2_web.pdf
https://www.rieti.go.jp/jp/publications/dp/18j019.pdf


第1章 中小企業政策の重点の変遷

第2章 激変する世界・日本と中小企業 ー変革への期待・必要性ー
1. 世界と日本が直面する変化の様相
2-1. 中小企業・小規模事業者の変革への期待（経済の先行き懸念への対応）
2-2. 中小企業・小規模事業者の変革への期待（地域経済の縮小への対応）
2-3. 変革・挑戦を志向する中小企業・小規模事業者の増加の兆し
3. 中小企業・小規模事業者の変革の必要性

第3章 中小企業・小規模事業者の生産性をめぐる現状

第4章 中小企業・小規模事業者の変革・挑戦を阻んできた要因
（構造的背景の考察）

29

報告書における対応箇所



地域雇用とエッセンシャル・サービスの提供
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 中小企業は地方部で8.5割の雇用を担う存在である。

 生活サービスの人口当たりの事業所数は、特に日常生活における利用頻度が高い小売店において郡部が
都市部を上回る等、地域の雇用・生活サービスにおける重要部分を中小企業が担っている。

地方部における雇用者割合（再掲）

（注）三大都市圏：東京圏・名古屋圏・大阪圏、東京圏：埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県、
名古屋圏：岐阜県、愛知県、三重県、大阪圏：京都府、大阪府、兵庫県、奈良県 、
地方圏：三大都市圏以外の圏

※ここでは雇用者数999人以下を中堅・中小企業と捉えている。

（出所）第１回中堅企業・中小企業・小規模事業者の活力向上のための関係省庁連絡会議
資料２「中堅企業・中小企業の現状・課題・経済対策及び令和３年度概算要求」

人口1,000人当たり全事業所数（郡部・大都市の倍率比較）

（出所）中小企業庁『2016年版小規模企業白書』＜第1-4-13図＞ p.155 より作成

（資料）総務省「平成26年経済センサス－基礎調査」、
総務省住民基本台帳（平成27年1月1日）

業種区分は、総務省「日本標準産業分類」の大分類
「大都市」とは「東京特別区＋政令指定都市」を刺し、「郡部の町村」は基礎自治体の区分による。

0
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1,000

1,500

2,000

2,500

3,000

三大都市圏 三大都市圏以外

99人以下

100~999人

1000人以上
41%

25%

34%

14%

27%

59%

○地方では中堅・中小企業の雇用者数が85％以上を占め、
雇用・経済の中核となっている。

企業の常用雇用者数別 総雇用者数

地域経済縮小への対応:2章2-2-(1) pp.5-6.
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0
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郡部の方が大都市部より
人口1,000人当たりの
事業所が多い業種

(万人)

https://www.kantei.go.jp/jp/singi/katsuryoku_kojyo/katsuryoku_kojyo/dai1/siryou2.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H28/PDF/shokibo/03sHakusyo_part1_chap4_web.pdf
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地域の中小企業が担う社会的役割：コミュニティの維持・発展

 地域の中小企業が、ユニークな、やり甲斐のある仕事を提供することで、若年層等の移住・定住の誘因をも
たらしている事例が存在している。

 住民の交流の場、見守りや声掛けの機会を提供することで、地域コミュニティの維持・発展に寄与している事
例もある。

住民の交流の場の提供：とくし丸(徳島市)ユニークな仕事の提供：徳島県神山町

移動スーパーの運営を通じ、地域住民に買い
物を楽しむ場を用意するだけでなく、世間話や
見守り・声掛けの機会を提供。

地元住民が空き家に希望職種の人を呼び込
む逆指名制度を実施。多様な職業人（パン
屋、SE、写真家、起業家等）が移住・定住。

（出所）中小企業庁『2022年版小規模企業白書』
事例2-2-6：株式会社とくし丸 , p.215

（出所）中小企業庁『2015年版中小企業白書』 事例2-2-14：徳島県神山町, p.342
梅村仁(2019.3)「地方都市におけるIT 中小企業の集積と地域活性化 ─徳島県
神山町を事例として─」『企業環境研究年報 第23号』, pp.21-33.

地域経済縮小への対応:2章2-2-(2) p.6.

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2022/PDF/shokibo/04sHakusho_part2_chap2_web.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H27/PDF/chusho/07Hakusyo_part2-2_web.pdf
https://www.doyu.jp/research/issue/yearly/23/021-033_umemura.pdf
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社会的課題の解決と収益性を両立する若手起業家の例

 SDGsなどの社会課題解決を起点とする、事業性と社会性を両立したビジネスが、地域住民・金融機関・移
住者など、地域内外の多様なプレイヤーの連携によって生み出されている事例も登場している。

• 株式会社Zebras & Companyが同社に
出資・経営支援を実施。短期間でのIPOや
M＆Aなど急成長や規模の拡大を目指した
資金提供ではなく、長期的な視点で事業
性と社会性の両立を目指した資金提供・
経営支援に取り組んでいる。

• 地元（福島県国見町）住民と対話を重ねながら、地域
資源である「あんぽ柿」の皮（生産工程で廃棄されていた
もの）を有効活用して、女性特有の体の悩みを解決する
ケア商品を開発。

• 地元農家の所得向上、新たな雇用の創出、女性の社会
進出の後押しなど社会的な課題解決にも貢献。

（出所）ZEBRAS ＆ COMPANY企業ページ に基づき作成

地域経済縮小への対応:参考事例

廃棄されていた農産物を有効活用して事業化：株式会社陽と人

https://www.zebrasand.co.jp/990
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報告書における対応箇所



経営者の交代が加速する可能性

34

 経営者交代数は年間3万6千件前後で推移し、経営者の高年齢化に伴い、経営者の交代は加速する可
能性がある。

（注）1.（株）東京商⼯リサーチが保有する企業情報のうち、経営者⽒名（漢字）、経営者⽒名（カナ）、
経営者⽣年⽉⽇のうち、⼆つ以上が前年と変化していた場合に経営者交代とみなしている。
2.中⼩企業を分析対象としている。
3.「経営者交代率」は各年の経営者交代数を各年時点で（株）東京商⼯リサーチが保有する全ての中⼩企業
数で除して算出している

（資料）東京商工リサーチ「企業情報ファイル」再編加工
（出所）中小企業庁『2021年度中小企業白書』第2部第3章第1節 第2-3-16図, p.Ⅱ-313
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（注）東京商工リサーチ「企業情報ファイル」再編加工。「2020年」については、
2020年９月時点のデータを集計。
（出所）中小企業庁『2021年度中小企業白書』第2部第3章第1節 第2-3-9図, 
p.Ⅱ-306

経営者の高齢化状況経営者交代数と経営者交代率の推移

挑戦志向:2章2-3-(1) pp.6-7.

35601 35594

36516 36269
36574

38389

36997

38066

36888

36171

3.8%
3.…

3.8% 3.8% 3.8%

4.0%

3.8% 3.9% 3.8% 3.9%

0.0%

1.0%

2.0%

3.0%

4.0%

5.0%

6.0%

7.0%

30000

31000

32000

33000

34000

35000

36000

37000

38000

39000

40000

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019

経営者交代数 経営者交代率
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事業承継にかかわるM&A件数も年々増加
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 中小企業の事業承継・事業引継ぎの支援を行う「事業承継・引継ぎ支援センター」が支援したM＆Aの件
数も年々増加している。

 事業承継の背景もあり、民間のM＆A仲介会社の対応件数も増加していると考えられる。

（出所）第2回 中小企業政策審議会 金融小委員会 資料2「中小企業の成長を支える新たな資金調達のあり方について」p.21

中小企業を当事者とするM＆Aの状況

（注）「中小企業M&A仲介上場3社」とは、
（株）日本M&Aセンター
（株）ストライク
M&Aキャピタルパートナーズ（株）を指す。

中小企業M&A仲介上場3社

事業承継・引継ぎ支援センター

挑戦志向:2章2-3-(1) p.7.

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/kinyu/002/02.pdf


経営者の交代を機とした変革志向へのシフト

36

 経営者の交代を機に新規事業展開に取り組みやすくなる・挑戦的な経営スタイルになる中小企業も多い。

 経営者の交代は、変革の好機ではないか。

事業承継した際の経営方針

（注）経営者になった経緯について、「創業者」と回答した者以外に対する質問。
（資料）（株）東京商工リサーチ「中小企業の財務・経営及び事業承継に関するアンケート」
（出所）中小企業庁『2021年度中小企業白書』第2-3-32図「事業承継した際の経営方針」pⅡ-328

挑戦志向:2章2-3-(1) p.7.

40.3% 43.3% 16.4%
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（n=4,456）

新たな取組に積極的に挑戦 先代経営者の取組の継承・強化 どちらとも言えない

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2021/PDF/chusho/00Hakusyo_zentai.pdf


近年の技術革新による中小企業の成長機会拡大
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 これまでは経営資源が限定され、成長機会に恵まれなかった中小企業も、商取引のデジタル化、SNSを活
用したデジタルマーケティングの普及、生産技術革新（IoT、3Dプリンター、バイオテクノロジーの普及）等、
近年の技術革新により、販路拡大やブランド力の向上、新規商品開発等を通じて売上拡大のチャンスを掴
む事例が増えていくことが期待される。

挑戦志向:2章2-3-(2) p.8.

設立・所在地： 1960年・東京都
事業内容 ： 米菓（せんべい）の製造・販売

デジタル技術の活用：
 せんべいの受託製造（OEM）を半世紀にわたり

続けてきたが、収益率の低いOEMへの依存度が
大きく、経営難に陥っていた。

 自社ブランドを立ち上げ、「BASE」（初期費用や
月額使用料が不要で、簡易な手続でネットショップ
を開設できるサービス）で新製品を展開したところ、
ネットショップの販売が好調となるだけでなく、工場
にも行列ができるほどの人気を博するようになった。

（出所）東洋経済オンライン（2022.2）「廃業寸前だったせんべい屋がECで再起できた訳 兄弟で作る｢3カ月待ち｣人気煎餅誕生の裏側」
テレ東プラス（2022.5）「全国170万店が参加～新時代ネットショッピング「BASE」：読んで分かる「カンブリア宮殿」」

デジタルプラットフォーマーの提供サービスを活用して売上を拡大した事例：有限会社笠原製菓

BASEによるオンラインショップ（https://senbei.saleshop.jp/に掲載）

https://toyokeizai.net/articles/-/510050
https://www.tv-tokyo.co.jp/plus/business/entry/2022/025899.html
https://senbei.saleshop.jp/
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一部業種ではコロナ前よりも売上高が増加
 コロナ禍を受け２年前は多くの業種が厳しい状況にあったが、2022年3月時点では、2019年比で売上高

が増加したとする中小企業の割合が３割を超える業種（製造業、情報通信業、卸売業等）もある。

 今後も変革を志向し、新たな取組を進める企業が増えてくる可能性がある。

（資料）東京商工リサーチ（2022.3） 「第21回『新型コロナウイルスに関するアンケート』調査」（資料）東京商工リサーチ「第５回『新型コロナウイルスに関するアンケート』調査」p5

挑戦志向:2章2-3-(3) pp.8-9.

https://img03.en25.com/Web/TSR/%7B66bd38df-b068-49ad-a783-1134948fbf88%7D_20220420_TSRsurvey_CoronaVirus.pdf
https://img03.en25.com/Web/TSR/%7B42379c82-bb66-466f-bbda-81aaa3487062%7D_20200616_TSRsurvey_CoronaVirus.pdf
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【事例】株式会社きぬのいえ（埼玉県寄居町）

【企業情報】
独自の染色技術により小物雑貨の製造・販売を行う企業

（従業員６名、資本金1,000万円）

染め直し前（左）と染
め直し後（右）

手作業による染色の様子

売上げの７割を占めるOEMが減収傾向となる中、以前より衣服の大量廃棄問
題に問題意識を持っており、サステナブルな新規事業を模索。商工会主宰の事
業者支援プログラムに参加し、デザイナーなど様々な立場の参加者とアイデアを
練り、染め直しサービス「SOMA Re:（ソマリ）」をスタートさせる。

顧客の環境意識に応えるユニークなビジネスとして、雑誌やテレビなどで取り上げ
られ、取組を知った消費者から注文が殺到し、開始から半年で受注数500件を
突破。同事業は売上げの５％を占め、新たな事業の柱となった。

【取組・効果】

SDGsなどの新しい価値観に適応して、新しい事業を開拓した例

（出所）中小企業庁『2021年度小規模企業白書』第2部第2章第4節 SDGsへの取組 第2-2-6事例 p.Ⅱ-141

 顧客の環境意識に応えるビジネスとして、サステナブルな衣類の供給を目指し、職人技を活かした染め直しの
新サービスを開始し、新たな事業の柱へ成長。

挑戦志向:2章2-3-(3) p.9.

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2021/PDF/shokibo/04sHakusyo_part2_chap2_web.pdf


変革・挑戦の重要性は、一部の・特殊な中小企業に限られない
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 中小・中堅規模の長寿企業と倒産企業の比較研究において、長寿企業は、淘汰圧力が働いた局面で事
業構造の大幅な転換による成長分野への新規参入を経験している傾向があることが示唆されている。

 長期的な視点で見れば、当面安定したビジネス環境に置かれた中小企業にとっても、存続のためにも変革・
挑戦へ取り組むことが重要である。

（出所）林侑輝(2021)「逆境期における長寿企業の生存戦略」『日本経営学会誌 第47号』, PP.39-40

長寿の中小・中堅企業の生存戦略について（和歌山大学経済学部講師 林侑輝氏））

 現実において圧倒的多数を占める、中小・中堅企業に相当する企業について言えば、・・・P3の生存戦略（比
較的小規模ながらも事業範囲に広がりのある企業による、安定した資金繰りに基づく成長志向的な生存戦
略）を志向することが長寿に向けた基本方針であると言える。

 速やかな逆境の察知と先取的なリスクテイクが求められるという意味で、P3は企業家的な戦略である・・・

 このパターンに属する２社には、かつて事業構造の大幅な転換を経験したという共通点がある。

 刃物問屋として創業した浅香工業は、鉱山業の勃興を見越して明治時代にショベルの製造を開始し、現代で
は物流用什器に主業を移している。

 家庭薬の製造販売から卸売へと進出した大木は、・・・取扱品目を化粧品や健康食品などに拡張し、ドラッグス
トア業態の興隆という機会の捕捉に成功した。

 浅香工業や大木のように、どこかの時点で成長分野への進出と既存分野の縮小・撤退が伴わなければ、P3は
成立困難であると考えられる。

挑戦志向:2章 参考1 p.10
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大企業・中小企業の間の規模間格差の縮小
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 2005年以降、労働生産性の企業規模間格差（大企業-中小企業間の格差）は縮小傾向にある。
 「労働の質（雇用形態など）」による格差は小さいものの（小売業・飲食サービス業ではむしろ大企業で生

産性を押し下げている）、TFPや資本労働比率（固定資産の活用）の格差が依然として存在している。
 賃金格差があることに着目すると、TFPには「観察されない労働の質」が影響している可能性が高い。

労働生産性の企業規模間格差（業種別 1000人以上/ 100人未満の企業間の比較）

（出所）深尾京司(2022.3)「労働生産性の規模間格差：最近の動向と改善策」（中小企業庁における意見交換会 報告用資料）
なお、 期間が2010年までと異なるが、同様の手法は深尾京司・牧野達治・池内健太・権赫旭・金榮愨（2014.7）「生産性と賃金の企業規模間格差」でも用いられている。

製造業 小売業・飲食サービス業 卸売業

※ データの数値は大企業（従業員数1000人以上）の労働生産性を中小企業（従業員数100人未満）の労働生産性で除し、自然対数をとったもの。
縦軸はネイピア数e（≒2.72）を底とする自然対数である。例えば、自然対数の差（縦軸）が0.5である場合はe^0.5≒1.65倍の格差があることになる。

※ 100人未満と1000人以上で比較しているのは、 100人未満と100人以上1000人未満で比較するより規模感格差を確認しやすいことによる。

（自然対数）

挑戦志向:2章 参考2 pp.10-11

https://sspj.ier.hit-u.ac.jp/information/Fukao%20%28202203132%29.pdf
https://www.jil.go.jp/institute/zassi/backnumber/2014/08/pdf/014-029.pdf


企業間の生産性格差は縮小
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 労働生産性・全要素生産性（TFP）について、上位10%に位置する企業の生産性と、下位10%に位置
する企業の生産性を比較すると、リーマンショック（2008年）以降の日本の格差は縮小傾向に転じている。

• グラフは労働生産性・全要素生産性の上位10%・下位10%に位置する企業のデータの対数を取り、その差を時系列で比較したもの。数値が大きいほど格差が拡大
していることを表す。

• MultiProd Countries Avg.はOECD加盟国を中心に、同プロジェクトに参加した18カ国（オーストラリア、オーストリア、カナダ、チリ、デンマーク、フィンランド、フランス、
ハンガリー、インドネシア、イタリア、日本、ルクセンブルグ、オランダ、ノルウェー、ニュージーランド、ポルトガル、スウェーデン）のデータの平均である。

• 日本のデータは経済産業省「企業活動基本調査」（1996-2014,毎年実施）に基づくものであり、中小企業の一部（従業員数50人以上、かつ資本金3,000万
円以上）のみを含むことに留意。

（出所）池内健太・伊藤恵子・深尾京司・権赫旭・金榮愨（2019）「日本における雇用と生産性のダイナミクス―OECD DynEmp/MultiProdプロジェクトへの貢献と国際比較―」
RIETIディスカッションペーパー（No.19-J-06、経済産業研究所）図8・図9 p.21-22

労働生産性の企業間格差 全要素生産性（TFP）の企業間格差

挑戦志向:2章 参考2 pp.10-11

https://www.rieti.go.jp/jp/publications/summary/19110015.html
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報告書における対応箇所



分厚い構造ゆえのマクロ経済・サプライチェーンに対するインパクト
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 中小企業部門の温室効果ガス（GHG）排出量は日本全体の１～２割弱を占め、排出量実質ゼロ(CN)
の目標実現には中小企業の取組も必要不可欠。中小企業はサイバーリスクにも晒されており、脅威はサプライ
チェーン全体に及ぶ。

 サプライチェーン全体の転換の成否は、分厚い構造を成す中小企業部門に、事業転換に向けた取組がいかに
浸透するかに左右される。

（注）産業・業務・エネルギー転換部門全体では国全体のGHG排出量の約55%。
（出所）産業技術環境局・資源エネルギー庁(2022.5)『クリーンエネルギー戦略 中間整理』p110

日本のGHG排出量内訳（2017年度）

 海外拠点や取引先など、サプライチェー
ンの中で相対的にセキュリティが弱い組
織が攻撃の起点となり、そこを踏み台に
侵入拡大が図られる事例が増加。

昨今の産業を巡るサイバーセキュリティに係る状況の認識
と今後の取組の方向性について（2020年6月）

（出所）経済産業省(2020.6) 「昨今の産業を巡るサイバーセキュリティに
係る状況の認識と今後の取組の方向性について」

産業・業務
・エネルギー転換部門
7.1億t（55%）

温対法報告対象※
5.8億t（44%）

報告対象の中小企業
1.2億t（9%）

※6千者

報告対象外の事業者及び活動
1.3億t（10%）

※360万者の中小企業等を含む

エネルギー起源CO2
11.1億t（86%）

中小企業
1.2億t～2.5億t
（9%～19%）

非エネルギー起源CO2
0.8億t（6%）

メタン：0.3億t（2%）

一酸化二窒素：0.2億t（2%）

代替フロン等４ガス：0.5億t（4%）

家庭部門
1.9億t（14%）

運輸部門
2.1億t（16%）

※GHGを年間3,000t-CO2以上排出する企業等は、地球温暖化対策推進法に基づく排出量報告対象となっている。

変革への要請:2章3 pp.12

https://www.meti.go.jp/shingikai/sankoshin/sangyo_gijutsu/green_transformation/pdf/008_01_00.pdf
https://www.meti.go.jp/press/2020/06/20200612004/20200612004.html
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中小企業の成長・賃上げにおける労働生産性の重要性

46

 労働生産性の上昇は賃金上昇の重要な前提条件の一つであることから、生産性の上昇を目指す成長志
向の中小企業が一つでも多くなることが、賃上げを通じた「成長と分配の好循環」の実現に寄与すると考えら
れる。

（出所）内閣府(2019.7)「令和元年度 年次経済財政報告」第１章第３節 ３ 労働市場の変化と生産性、賃金の動向 PP.79-83.

労働生産性が向上すれば実質賃金が上昇

 労働分配率が一定であれば、労働
生産性と実質賃金は比例関係に
なる。実際、2000年からの実質賃
金の累積変化をみると、おおむね労
働分配率と労働生産性の伸び率
の合計と実質賃金の伸び率が等し
くなっている。

 賃金の上昇のためには、労働生産
性を高め、企業の生み出す付加価
値を高め、それをできる限り雇用者
に賃上げという形で分配していくこと
が重要である。

生産性の現状:3章1 p.13.

https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je19/19.html


業種別にみた大企業・中小企業の労働生産性ギャップ

47

 中小企業と大企業の労働生産性の格差は、業種・業態によって異なる。

 建設業や製造業、情報通信業など大手企業を頂点とした重層的な取引構造（系列取引）の業種におい
て、比較的大きな企業規模間格差が存在している。

1,252 
1,092 

1,582 

812 

1,111 

436 
220 

569 

350 

826 

479 525 
636 

433 

640 

321 184 282 176 
420 

38.3%
48.1%

40.2%

53.3% 57.6%

73.6%
83.6%

49.5% 50.3% 50.8%

0.0%

50.0%

100.0%

0

1,000

2,000

大企業 中小企業 大企業の労働生産性を1としたときの中小企業の労働生産性の比率

大企業と中小企業の労働生産性ギャップ

（資料）総務省「平成26年経済センサス基礎調査」 総務省・経済産業省「平成28年経済センサス活動調査」再編加工
（出所）中小企業庁『2020年版中小企業白書』 付属統計資料２表・５表より作成（Ⅲ-24・Ⅲ-36）

（万円/人）

生産性の現状:3章2 p.13.

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2020/PDF/chusho/08Hakusyo_fuzokutoukei_web.pdf


（出所）国土交通省「建設工事施工統計調査」

建設業における下請企業比率

 建設業における下請比率は近年50%後半で推移。

48

生産性の現状:3章2 p.13.

https://www.mlit.go.jp/common/001236203.pdf


労働生産性の国際比較

49

 1997年・2017年ともに日本の労働生産性は主要先進国を下回る水準にある。

 特にGDP・雇用の７割を占めるサービス産業（小売業・卸売業を含む）の労働生産性の格差が大きく、生
産性向上のための対応が重要である。

サービス産業・製造業の労働生産性の国際比較（1997年・2017年）

（出所）滝澤美帆（2020.5）「産業別労働生産性水準の国際比較」（日本生産性本部）より作成

生産性の現状:3章3 p.14.

100.0 100.0
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143.3

154.8

120.5

146.9

100.4

139.6 130.1
120.2

71.3

サービス産業 製造業

1997年 2017年

グラフの左から順に

• グラフは各比較年時点の日本の労働生産性を100とした場合における各国の労働生産性を示したもの（調査時点で最新
の利用可能なデータが整備されていた1997年の購買力平価で評価されている）。

https://www.jpc-net.jp/research/assets/pdf/10bad8fb307149202fee4c4be50b5f9d_1.pdf
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経営者の年代と組織風土

51

 経営者年代が若いほど、試行錯誤を許容する組織風土が醸成されている。

（資料）東京商工リサーチ「中小企業の財務・経営及び事業承継に関するアンケート」
（出所）中小企業庁『2021年度中小企業白書』第2部第3章第1節 事業承継を通じた企業の成長・発展 第2-3-14図, p.Ⅱ-311

経営者年代別の試行錯誤を許容する組織の風土

10.1%

10.4%

12.4%

15.5%

19.7%

22.5%

34.9%

44.1%

45.9%

45.8%

48.2%

50.0%

38.5%

29.5%

27.8%

27.6%

22.9%

18.1%

12.8%

13.0%

12.5%

9.4%

8.1%

8.8%

80代以上

70代

60代

50代

40代

30代以下

十分当てはまる ある程度当てはまる どちらとも言えない あまり当てはまらない 全く当てはまらない

課題:4章 1(1)① pp.16-17.

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2021/PDF/chusho/00Hakusyo_zentai.pdf


比較的安定したビジネス環境

52

 取引先が特に限定的な企業群（ある一社への取引依存度が50%を超え、かつ販売先数が0-10社である
事業者）も、最近10年で売上高を安定的に増加。

 特定の企業との取引への依存度が高い企業も、一定程度安定したビジネス環境にあった可能性が示唆され
る。

（出所）中小企業庁『 2020年版中小企業白書』 第2部第3章 ＜第2-3-26図＞p.Ⅱ-230

取引依存度・販売先数と売上高増減率(2008年-2018年)の関係

課題:4章 1(1)② p.17.

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2020/PDF/chusho/08Hakusyo_fuzokutoukei_web.pdf


間接金融中心の資金調達とリスク回避傾向の関係

53

 中小企業の成長資金は返済義務のある銀行等金融機関からの借入で調達されることが多い。

 新事業の収益が不確実であるのに対し、返済義務を負う金融機関からの借入の支払いは確実に求められる
ため、借入を行う事業者はリスクが取りづらいという側面もある。

新規事業の期待収益と借入金の返済の関係（イメージ図）成長資金の調達方法

（出所）有識者ヒアリングより中小企業庁作成

支
出

収
入

0

5

10

-10

-5

0

借入金の返済による支出は毎期確実に発生

返済原資となる事業収入にはバラつき（リスク）がある

平均=4.4 最終リターン=44

※イメージ図作成の都合上、金利は無視している。

平均=4.0 返済合計金額＝40

新事業の収益が不確実であるのに対し、返済義務を負う金融機関から
の借入の支払いは確実に求められる非対称な関係があるため、チャレン
ジしづらい。

（資料）中小企業庁「中小企業者のためのエクイティ・ファイナンスの基礎情報」より再編加工
（出所）第1回 中小企業政策審議会 金融小委員会

資料５「中小企業の成長を支える新たな資金調達のあり方について」 p.3

課題:4章 2(1-1)① p.18.

https://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/shikinguri/equityfinance/index.html
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/kinyu/001/05.pdf


経営者も借入時のリスクテイクに課題を感じている

54

 借入での資金調達では、やりたかったチャレンジを行いにくかったという経営者の評価もある。

 経営者自身も担保・保証によらず、事業性を評価した融資を金融機関に期待している。

現状は保証や担保による融資を利用している中小企業でも、事業性を
評価した担保や、保証によらない融資を希望する意見が多い。

中小企業が金融機関に今後希望する融資方法成長資金を借入で調達したことに対する考え

（出所）中小企業庁『2016年版中小企業白書』第2部第5章 p.323

（資料）中小企業庁「中小企業者のためのエクイティ・ファイナンスの基礎情報」
より再編加工

（出所）第1回 中小企業政策審議会 金融小委員会
資料５「中小企業の成長を支える新たな資金調達のあり方について」 p.4

借入による資金調達を選択したことについて、どのように考えているか、以下から最も近いもの
を1つ選択してください。

1
借入金の返済に向けて投資した事業から早期に利益を生み出さなければならず、大きな
チャレンジはしにくかった

2 希望した金額を調達することができず、当初の予定よりも小規模な取組みしかできなかった

3
多額の資金調達により金利負担が重い（または、金利負担の重さから多額の資金調達を
断念した）

4 その他【FA】
5 何も問題はない（妥当な選択であったと思う）

全体の 4 割が借入での資金調達ではやりたかったチャレンジができなかったと回答

22.8%

16.6%

5.4%
0.4%

54.8%

39.4％

課題:4章 2(1-1)① p.18.

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H28/PDF/chusho/04Hakusyo_part2_chap5_web.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/shikinguri/equityfinance/index.html
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/kinyu/001/05.pdf


経営者保証が付された融資案件が多い

55

 新規融資でも経営者保証が外れている割合は低く、民間金融機関では3割程度。

 依然として、借入金のある中小企業の７割が経営者保証の提供を行っている。

中小企業の経営者保証提供状況

45%

31%

30%

2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020 2021

経営者保証が外れている新規融資案件の割合

（注）2021年度は上半期の数値。
（資料）金融庁（2019年11月） 「金融機関の取組みの評価に関する企業アン

ケート調査」より作成。
（出所）第1回 中小企業政策審議会 金融小委員会

資料４「今後の間接金融のあり方について」 p.23

政府系金融機関

信用保証協会

民間金融機関

71.5%

28.5%

経営者保証の提供状況

提供していない
提供している

（注）分母は借入金のある中小企業（法人）。
（資料）令和2年中小企業実態基本調査（令和元年度決算実績）
（出所）第1回 中小企業政策審議会 金融小委員会

資料４「今後の間接金融のあり方について」 p.23 より作成

課題:4章 2(1-1)② p.19.

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/kinyu/001/04.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/kinyu/001/04.pdf


経営者保証による前向きな投資や事業展開の抑制

56

 経営者保証が経営に与えるマイナスの影響として、「前向きな事業展開が抑制されてしまう」という評価を受
けている。

経営者保証の提供に伴う影響

（注）影響があると回答した割合は、「かなり影響がある」、「それなりに影響がある」と回答した者の割合の和。調査対象は、地域銀行をメインバンクとする中小・小規模企業で有効回答数は、9,371社（選択
肢ごとに変動あり）。調査時期は2019年3月。

（資料）金融庁「金融機関の取組みの評価に関する企業アンケート調査」（2019年11月）より作成。
（出所）第1回 中小企業政策審議会 金融小委員会 資料４「今後の間接金融のあり方について」 p.21
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80%

金融機関への適時・適切な
情報提供をするようになる

融資取引の際に
調達の可能性が広がる

過度なリスクテイク
が抑制される

経営者として経営を行っていく
上での責任、覚悟を持つ

プラス面 マイナス面

課題:4章 2(1-1)② p.19.

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/kinyu/001/04.pdf
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取引関係における信用低下のリスク

57

 中小企業が新規事業を実施・検討しない理由の調査結果として「既存事業への経営がおろそかになる」こと
が挙げられており、既存事業への悪影響を懸念して新規事業に踏み切れない状態が伺える。

 実際、現場の経営者からも、「取引相手が財務状況を確認することがあり、信用棄損を避けるために赤字を
つくる経営が難しい」という声があり、既存の取引関係が新規事業の回避につながる可能性がある。

※ 売上・経常利益の推移や自己資本比率の状況は帝国データバンクや東京商工リサーチなどの信用調査項目にも掲載。

（出所）中小企業庁『2013年版中小企業白書』第2部第2章 ＜第2-2-14図＞ p.114

（注）1．実施・検討する予定がない理由は、新事業展開を実施・検討する予定が無いと回答した企業を集計。
2．新事業展開に際して直面した課題は、過去10年の間に新事業展開を実施した企業を集計

（資料）中小企業庁委託「中小企業の新事業展開に関する調査」（2012年11月、三菱UFJリサーチコンサルティング（株）

課題:4章 2(1-1)③ pp.19-20.

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H25/PDF/0CHakusyo_part2_chap1_web.pdf
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実施・検討する予定がない理由(n=2,071)
新事業展開に際して直面した課題(n=825)

(％)

中小企業における中核人材不足

（出所）中小企業庁『2013年版中小企業白書』第2部第2章 ＜第2-2-14図＞ p.114

 経営戦略、新事業展開等の企画立案、プロジェクトの遂行能力を担う人材（＝中核人材）の不足が、成
長・拡大を目指す企業において課題と認識される。

 実際の中小企業経営の現場でも、経営者又は中核人材における有望な事業の見極めの困難さや、経営
の知識・ノウハウ不足により、新規事業展開等の取組が阻害されていると推察される。
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人材難は新事業展開の課題に 事業展開の方針別に見た、人材過不足状況

（資料）中小企業庁委託事業「中小企業・小規模事業者の人材確保・定
着等に関する調査」(2016年11月、みずほ情報総研(株))より作成

課題:4章 2(1-2)①a pp.20-21.

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/H25/PDF/0CHakusyo_part2_chap1_web.pdf
https://warp.da.ndl.go.jp/info:ndljp/pid/11062478/www.meti.go.jp/meti_lib/report/H28FY/000222.pdf
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 教育機会（人的資本投資）を積極的に提供している中小企業は売上高増加率も高い傾向にある。

(出所) 第34回中小企業政策審議会総会 資料１「2022年版中小企業白書・小規模企業白書 概要」 p.40-41

(注）1.売上高増加率は、2015年と2020年を比較したものである。
2.「計画的なOJT研修」とは、日々の業務に就きながら行われる教育訓練のうち、計画書など

を具体的に定めて、段階的・継続的に実施する教育訓練をいう。
(資料)（株）帝国データバンク「中小企業の経営力及び組織に関する調査」（2021年12月）
より作成

計画的なOJT及びOFF-JT研修と売上高増加率

OJT、OFF-JT研修の実施有無別に見た、売上高増加率
従業員に積極的に学びの機会を提供し、

感染症拡大の影響を受けながらも回復している企業
 株式会社ワン・ステップ（従業員25名、資本金1,000

万円）は、ビニール製のエアー遊具を中心にイベント事
業などを手掛ける企業。

 継続した学びの機会が企業の成長につながると考え、
以前から、中小企業大学校や社内研修など、積極的
に学びの機会を提供。

 学ぶことが組織風土として定着し、現状と目標のギャッ
プを埋める方法について、各従業員が考えるようになっ
た。一時は売上高が感染症流行前の１割まで減少し
たが、従業員発案の新規事業もあり、現在は感染症流
行前と概ね同水準まで回復。

株式会社ワン・ステップ （宮崎県宮崎市）

月一回の社内研修の様子

人的資本投資は売上高増加に貢献
課題:4章 2(1-2)①b p.21.

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/soukai/2022/download/220331HS_01.pdf


人的資本投資の伸び悩み

（出所）内閣府「令和３年度年次経済財政報告（経済財政白書）」第3章第2節＜第3-2-1 図＞p.179

計画的OJT／Off-JTを実施した事業所割合
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 人的資本投資は企業の生産性向上に資する重要な要素の一つであるものの、計画的にOJT/Off-JTを実
施している事業所の割合は小さい。Off-JTや自己啓発投資への教育訓練支出も伸び悩んでいる。

Off-JT受講者割合（左） 労働者1人当たり年間教育訓練費支出額（右）

課題:4章 2(1-2)①b p.21.

https://www5.cao.go.jp/j-j/wp/wp-je21/pdf/p03012.pdf


人的資本投資を控える背景には離職リスクへの懸念も
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 従業員に対して、積極的な「人への投資」を行っていない企業は、21人以上の中小企業で11.1％（234
社）、20人以下の企業で34.2％（367社）

 中小企業経営者からは、スキルアップした従業員がより賃金の高い大企業へ転職するリスクを懸念し、人材
投資を進められないとの声が聞かれる。

（出所）日本・東京商工会議所（2022.4）「人手不足の状況および従業員への研修・教
育訓練に関する調査」p8

産業別人材育成に関する問題点別事業所割合中小企業における従業員への職業訓練実施状況

（出所）厚生労働省（2012） 「平成24年版 労働経済の分析」ｐ.283

課題:4章 2(1-2)①b p.21.

サービス業などでは人材育成をしても辞職してしまうリスクがあり、
また、製造業や情報通信業では指導する人材の不足が問題点とされる

https://www.tokyo-cci.or.jp/file.jsp?id=1029475
https://www.mhlw.go.jp/wp/hakusyo/roudou/12/dl/03-2.pdf


中小企業部門では慢性的な人手不足
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 中小企業の60.7％が人手不足を認識、前年同時期（2021年2月）の調査と比べ16.3ポイント増加。
（n＝3,222）

（出所）日本商工会議所（2022.4）「人手不足の状況および従業員への研修・教育訓練に関する調査」 p.3

人手不足の認識はコロナ前の状況まで回復

課題:4章 2(1-2)①c p.21.

https://www.tokyo-cci.or.jp/file.jsp?id=1029475
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 中小企業におけるデジタル化は、人手不足によるボトルネックの解消に資する上、意思決定の迅速化や、従
業員がクリエイティブな活動に従事する時間を増加させること等にも資することから、生産性向上の鍵となる。

（資料）（株）東京商工リサーチ「中小企業のデジタル化と情報資産の活用に関するアンケート」
（出所）中小企業庁 「2022年版中小企業白書」＜第 2-3-20 図＞p.422、＜第 2-3-26 図＞p.428

DXは人手不足のカバー・生産性向上に資する

デジタル化の取組段階

デジタル化によるビジネスモデルの変革や競争力強化に取り組んでいる状態
（例）システム上で蓄積したデータを活用して販路拡大、新商品開発を実践している

紙や口頭による業務が中心で、デジタル化が図られていない状態

段階３
（46.7％）

段階４
（10.2％）

段階１
（8.2％）

段階２
（34.9％）

アナログな状況からデジタルツールを利用した業務環境に移行している状態
（例）電子メールの利用や会計業務の電子処理業務でデジタルツールを利用している

デジタル化による業務効率化やデータ分析に取り組んでいる状態
（例）売上・顧客情報や在庫情報などをシステムで管理し業務フローの見直しを行っている

課題:4章 2(1-2)①c p.21.

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2022/PDF/chusho/00Hakusyo_zentai.pdf
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 紙や口頭による業務が中心である企業・アナログな業務状況からメール等のデジタルツールを利用した業務
環境に移行している段階の企業の割合が４割超。

 デジタル化によるビジネスモデルの変革や競争力強化に取り組んでいる中小企業は１割に留まる。

中小企業のDXは途上段階
課題:4章 2(1-2)①c p.22.

（資料）（株）東京商工リサーチ「中小企業のデジタル化と情報資産の活用に関するアンケート」
（出所）中小企業庁 「2022年版中小企業白書」＜第 2-3-21 図＞ p.423

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2022/PDF/chusho/00Hakusyo_zentai.pdf


中小企業経営者の資金調達方法の選択肢

65

 中小企業の資金調達で、借入以外の方法が検討されないまま、資金調達が行われている。売上高の多寡
にかかわらず傾向に差がみられず、そもそもの選択肢自体が少ない事情や調達手段に関する情報が不足し
ている事情がうかがえる。

増資ではなく、借入による資金調達を選択した理由

48%
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借入先に資金調達の相談をした結果

提案されたのが融資だった

増資も選択肢としてあったが、

調達条件等（金利や利子補給）の理由から

借入を選択が良い選択だった

増資による資金調達を検討したが実現せず、

次の選択肢として借入で調達

4章 構造的背景課題:4章 2(1-2)② p.22.

（資料）中小企業庁「中小企業者のためのエクイティ・ファイナンスの基礎情報」 p.20より再編加工

https://www.chusho.meti.go.jp/kinyu/shikinguri/equityfinance/download/001.pdf


中小企業経営者のコミュニティ・ネットワーク
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 経営者同士のネットワーク構築は、経営への支援、助言、参画などを得られる点で有益である。

 他方、中小企業経営者の異業種交流グループは減少傾向にある。成長・生産性向上に取り組む経営者が、
同じ領域で成功体験を持つ経営者と接触する機会が不足している可能性がある。

（出所）帝国データバンク「中⼩企業の経営⼒及び組織に関する調査研究」
（2022年3月）p.25

経営知識・スキルを習得するために有益な学習機会 異業種交流グループ数の推移

4章 構造的背景

（出所）（独）中小企業基盤整備機構 「平成20年度異業種交流グルー
プ情報調査報告書」（2009年3月）

課題:4章 2(1-2)③ p.22.

https://www.meti.go.jp/meti_lib/report/2021FY/000046.pdf


日本市場における付加価値の価格転嫁状況
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 我が国はマークアップ率も2016年時点で諸外国と比べ低い水準にあり、価格競争に巻き込まれていると感じ
ている企業の割合が多い等、付加価値の価格への転嫁が困難な状況。

（出所）中小企業庁（2021年1月）「制度設計WG中間報告書」図表14「マークアップ率の国際比較」 pp.11-12
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資料：Jan De Loecker and Jan Eeckhout(2018) "Global Market 
Power", NBER Working Paper No.24768 より中小企業庁作成

資料：サイモン・クチャー＆パートナーズ ”Steigender Preisdruck, sinkende
Gewinne – und was Schweizer Unternehmen dagegen tun” より
経済産業省作成

課題:4章 2(2)① p.23.

https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/kihonmondai/seidsekkei/download/202101report.pdf
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 中小企業の68.6%が価格上昇分を製品価格へ転嫁できていない。

 価格転嫁が困難な理由について、52.4%の中小企業が販売減少のリスクに鑑みたものと回答。価格競争
に起因して、転嫁が難しい状況が現出していることが示唆される。

（出所）中小企業庁「2022年版中小企業白書」 pp.57-58

価格転嫁が困難な理由

（出所）第15回中小企業政策審議会 取引問題小委員会 参考資料
「下請等中小企業の取引条件改善への取組について」 p.26

課題:4章 2(2)① p.23.

https://www.chusho.meti.go.jp/pamflet/hakusyo/2022/PDF/chusho/00Hakusyo_zentai.pdf
https://www.chusho.meti.go.jp/koukai/shingikai/torihikimondai/2022/220303/jimu/s01.pdf


中小企業向け支援制度と企業規模の関係
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 大企業であっても減資を行い中小企業に転じるなど、企業規模を抑制する事例がみられる。

 補助金等の支援制度の存在から、そうした支援を失いかねない企業規模の拡大はメリットが小さいと認識さ
れ、成長・生産性向上の阻害要因として働く可能性が示唆される。

（出所）後藤 康雄 「中小企業の一律保護見直せ 経済の新陳代謝どう進める」（日本経済新聞「経済教室」2021年5月14日）

①歴史的・制度的な経緯から、保護・育成的政策に重きが置かれる
戦後中小企業政策が確立される過程で、産業政策の伴走を得て急成長する大企
業と一線を画し、弱体部門として中小企業がとらえられた。中小企業政策は保護・
育成的な視点の強い産業政策の一環に、現在に至るまで日本の中小企業政策を
強く性格づけてきた。

②中小企業支援は社会政策的な性格を帯びる
日本では個人事業主を中心とする零細企業が多く、実態は会社より個人に近い。
経営と生活が重なるため、社会政策が担うべき領域を実質的に中小企業政策がカ
バー。

日本経済新聞「経済教室」における 後藤康雄教授の分析

課題:4章 2(2)② p.23.

https://www.rieti.go.jp/jp/papers/contribution/goto/02.html
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